
次期「宮城県子どもの貧困対策計画」策定方針について 

 

１ 現行計画について 

  宮城県子どもの貧困対策計画（平成２８年３月策定） 

  計画期間 平成２８年度から平成３１年度（４年間） 

 

２ 次期計画策定方針 

  現行計画の計画期間を１年延長し，次期計画を令和３年度から５年間の計画とする。 

  理由 

  ①国の「子供の貧困対策に関する大綱」（令和元年 11 月 29 日閣議決定）の内容を踏ま

え改訂するため。 

  ②令和元年６月の参議院内閣委員会「子どもの貧困対策の推進に関する法律の一部を

改正する法律案に対する附帯決議」で，都道府県計画の策定に当たっても，貧困の状

況にある子ども及びその保護者，学識経験者，子どもの貧困対策に係る活動を行う民

間の団体その他の関係者の意見ができるだけ反映されるよう努めることとされたこ

とから，その手法を検討し，次期計画に反映させるため。 

  ③改正法は施行後 5 年を目途に見直しを行うこととされており，国の検討結果を踏ま

えて県計画を改訂するサイクルとするため。 

 

３ スケジュール 

令和２年２月 宮城県次世代育成支援対策地域協議会・宮城県子ども・子育て会議 

３月 宮城県次世代育成支援・少子化対策推進本部（計画期間の延長） 

４月～６月 関係者等ヒアリング 中間案調製 

  ７月 宮城県次世代育成支援対策地域協議会・宮城県子ども・子育て会議 

     （中間案の審議） 

    10 月 宮城県次世代育成支援・少子化対策推進本部幹事会（中間案の審議） 

11 月～12 月 パブリックコメント 

令和３年２月  宮城県次世代育成支援対策地域協議会・宮城県子ども・子育て会議 

           （最終案の審議） 

３月 宮城県次世代育成支援・少子化対策推進本部（計画策定） 

 

４ 改正法及び新大綱のポイント 

 ・市町村に計画策定の努力義務 → 地方公共団体による取組の充実 

 ・大綱指標数 ２５→３９ 

 （ひとり親の正規雇用割合，食料又は衣服が買えない経験等を追加） 
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１ 計画策定の趣旨 

過去最高の子どもの貧困率や「子どもの貧困対策の推進に関する法律」，「子供の貧困に関する大綱」，「みやぎ子ど

も・子育て県民条例」の成立や制定，東日本大震災の発生など，子どもを取り巻く状況等を踏まえ計画を策定し，本県

における子どもの貧困対策を総合的に推進する 

２ 計画の位置づけ 

   「子どもの貧困対策の推進に関する法律」第９条に基づく計画 

３ 計画の期間 

   平成２８年度から平成３１年度 

４ 計画の推進体制及び進行管理 

（１）計画の推進体制 

【庁内体制】宮城県次世代育成支援・少子化対策推進本部 

【意見聴取】宮城県次世代育成支援対策地域協議会・宮城県子ども・子育て会議 

（２）進行管理 

◇定期的な実施状況の確認，必要に応じた取組の見直し 

◇計画期間が終了した時における検証・評価と，計画の見直しの検討 

（３）市町村との連携 

◇市町村及び市町村教育委員会と十分な情報共有 

◇政令市や福祉事務所設置市等との緊密な連携 

 

１ 子どもの貧困の現状について 

年少人口等の推移，子どもの貧困率，・生活保護世帯の状況，ひとり親世帯の状況，・児童養護施設入所児童等の

状況，・就学支援等の状況，東日本大震災による被災児童の状況など 

２ 子どもの貧困に係る課題について 

①学力の保障と教育と福祉の連携 

②生活環境の改善・安定 

③保護者の雇用対策・安定的な就労の確保 

④生活基盤確保のための経済的な下支え 

⑤被災児童への対応・震災を起因とする“子どもの貧困”の回避 

 

 

１ 基本理念 

◇ 子どもの将来がその生まれ育った環境によって左右されず，また貧困が世代を超えて連鎖することのない地域社

会を実現し，みやぎの子どもたちが心身ともに健やかに成長していくことを目指します。 

◇ 東日本大震災において被災した子どもやその家族に対して，子どもの貧困対策の観点から，長期的かつきめ細や

かな支援の充実を図ります。 

２ 子どもの貧困に関する指標 

  関係施策の実施状況や対策の効果等を検証・評価するため，子どもの貧困に関する指標を設定 

➢生活保護世帯や児童養護施設の子供の進学率・就職率，スクールソーシャルワーカー配置数・配置率， ひとり親家庭の親の就業率など 

 

 

 

 

 

１ 教育の支援 

学校をプラットフォームとして位置づけ，教育と福祉の連携による施策を推進するほか，教育の機会均等を保障する教

育費負担軽減などに取り組む 

➢『学校』をプラットフォームとした総合的な子どもの貧困対策の展開，貧困の連鎖を防ぐための幼児教育の経済的負

担の軽減及び幼児教育の質の向上，就学支援の充実，大学等進学に対する教育機会の提供，）生活困窮世帯等

への学習支援など 

２ 生活の支援 

相談事業等の充実を図るとともに，生活習慣の改善や子どもの居場所となる保育の確保，子どもの自立に向けた就労

支援などに取り組む 

➢保護者の生活支援，子どもの生活支援，関係機関が連携した包括的な支援体制の整備，子どもの就労支援，支援

する人員の確保など  

３ 保護者に対する就労の支援 

生活の安定だけではなく，労働の意味や価値など子どもへの教育的意義が認められる親の就労支援に取り組む 

➢親の就労支援，親の学び直しの支援，就労機会の確保 

４ 経済的支援 

児童扶養手当等経済的支援や母子父子寡婦福祉資金貸付事業等，世帯の生活の下支えとなる経済的支援に取り組む 

➢児童扶養手当等経済的支援の実施，ひとり親家庭の支援施策についての調査・研究の実施に向けた検討，養育

費の確保に関する支援など 

５ 東日本大震災被災児童への支援 

東日本大震災に起因する児童生徒の問題の未然防止や早期発見を図るため，教育と福祉の連携による取組みを行う

とともに，経済的理由により就学が困難となった児童生徒の経済的負担軽減に取り組む 

➢教育の支援及び福祉関連機関との連携による支援，就学支援 

 

 

  

・既存の調査等を継続的に実施し，子どもの貧困対策に最大限活用するとともに，今後実施される国の調査研究結果等

を踏まえ，既存の調査内容の見直しや新たな調査研究について検討する 

・団体等との事例の共有や必要な支援等の実施につなげていくため，県内において子どもの貧困問題に取り組む各種

団体等の活動事例等について，情報収集や提供に努めていく 

 

 

 
 

宮城県子どもの貧困対策計画【概要版】   （平成２８年３月策定） 

１ 計画策定の趣旨 

過去最高の子どもの貧困率や「子どもの貧困対策の推進に関する法律」，「子供の貧困対策に関する大

綱」，「みやぎ子ども・子育て県民条例」の成立や制定，東日本大震災の発生など，子どもを取り巻く状況等を踏

まえ計画を策定し，本県における子どもの貧困対策を総合的に推進する 

２ 計画の位置付け 

   「子どもの貧困対策の推進に関する法律」第９条に基づく計画 

３ 計画の期間 

   平成２８年度から平成３１年度まで ⇒ 平成２８年度から令和２年度まで 

４ 計画の推進体制及び進行管理 

（１）計画の推進体制 

【庁内体制】宮城県次世代育成支援・少子化対策推進本部 

【意見聴取】宮城県次世代育成支援対策地域協議会，宮城県子ども・子育て会議 

（２）進行管理 

◇定期的な実施状況の確認，必要に応じた取組の見直し 

◇計画期間が終了した時における検証・評価と，計画の見直しの検討 

（３）市町村との連携 

◇市町村及び市町村教育委員会と十分な情報共有 

◇政令市や福祉事務所設置市等との緊密な連携 

（４）関係団体等との連携 

◇個別の支援ニーズ等に対してきめ細かに対応できるよう，地域における支援体制の整備を図るなど，関係

機関や企業，ＮＰＯ，自治会等関係団体との連携を図る 

 

Ⅰ 「宮城県子どもの貧困対策計画」の策定に当たって 

１ 子どもの貧困の現状について 

本県における子どもの貧困の現状をさらに詳細に把握するため，『児童養護施設等に入所している子ども』や

『生活保護世帯の子ども』，『ひとり親世帯の子ども』など，大綱において“支援を要する緊急度が高い”とされてい

る子どもや『東日本大震災被災児童等』など，おもにその属性毎の数や推移等について整理・分析 

【現状の整理項目】 

（１） 年少人口等の推移について 

（２） 子どもの貧困率について 

（３） 生活保護世帯について 

（４） ひとり親世帯について 

（５） 児童養護施設入所児童等について 

（６） 就学支援等の状況について 

（７） 東日本大震災による被災児童の状況 

    について 

 

２ 子どもの貧困に係る課題について 

現状で示されたデータ等を踏まえ，本県の子どもの貧困対策における課題を整理・設定 

（１） 学力の保障及び教育と福祉の連携  

（２） 生活環境の改善・安定           

（３） 保護者の雇用対策・安定的な就労の確保   

（４） 生活基盤確保のための経済的な下支え 

（５） 被災児童への対応・震災を起因とする“子どもの貧困”の回避 

 

Ⅱ 子どもの貧困に係る現状と課題について 

１ 教育の支援 

学校をプラットフォームとして位置づけ，教育と福祉の連携による施策を推進するほか，教育の機会均等を保障する

教育費負担軽減などに取り組む 

(1)『学校』をプラットフォームとした総合的な子どもの貧困対策の展開，(2)幼児教育の経済的負担の軽減及び幼児

教育の質の向上，(3)就学支援の充実，(4)大学等進学に対する教育機会の提供，(5)生活困窮世帯等への学習支

援，(6)その他の教育支援 

２ 生活の支援 

相談事業等の充実を図るとともに，生活習慣の改善や子どもの居場所となる保育の確保，子どもの自立に向けた就職

支援などに取り組む 

(1)保護者の生活支援，子どもの生活支援，(2)関係機関が連携した包括的な支援体制の整備，(3)子どもの

就職支援，(4)支援する人員の確保，(5)その他の生活支援 

３ 保護者に対する就労の支援 

生活の安定だけではなく，労働の意味や価値など子どもへの教育的意義が認められる親の就労支援に取り組む 

①親の就労支援，②親の学び直しの支援，③就労機会の確保 

４ 経済的支援 

児童扶養手当や母子父子寡婦福祉資金貸付事業等世帯等，生活の下支えとなる経済的支援に取り組む 

①児童扶養手当等経済的支援の実施，②ひとり親家庭の支援施策についての調査の実施に向けた検討 

③母子父子寡婦福祉資金貸付事業等の円滑な実施，④教育扶助の支給方法，⑤生活保護世帯の子どもの

進学時の支援，⑥養育費の確保に関する支援 

５ 東日本大震災被災児童等への支援 

東日本大震災に起因する児童生徒の問題の未然防止や早期発見を図るため，教育と福祉の連携による取組を行うと

ともに，経済的理由により就学が困難となった児童生徒の経済的負担軽減に取り組む 

①教育の支援及び福祉関連機関との連携による支援，②就学支援 

 

Ⅳ 指標の改善に向けた具体の取組 

◇ 既存の調査等を継続的に実施し，子どもの貧困対策に最大限活用するとともに，今後実施される国の調査研究結

果等を踏まえ，既存の調査内容の見直しや新たな調査研究，新たな指標の設定について検討する 

◇ 地域の実情に応じたきめ細かな施策・支援を講じるに当たっては，それぞれの地域における実態等の把握が必要となっ

てくることから，市町村における実態調査等の実施の推進に努める 

◇ 団体等との事例の共有や必要な支援等の実施につなげていくため，県内において子どもの貧困問題に取り組む

各種団体等の活動事例等について，情報収集や提供に努めていく 

Ⅴ 調査研究 

【本県の現状】 

○家庭環境による進学率の差 

○「子どもの貧困」の増加 

○生活保護１９歳以下の被保護人員が４千人 

○ひとり親世帯数の増加 

○ひとり親世帯の厳しい経済状況や就労状況 

○千人を超える震災遺児・孤児数，長期的な支援の必要性 

など 

 
 

 

【子どもの貧困対策の更なる推進に向けた施策】 

◆ ひとり親家庭や児童養護施設入所児童等に関する支援の創設・拡充 

◆ 「子どもの居場所」の整備や新たな施策の検討 

◆ 地域における実態把握と連携体制の整備の推進 

 

１ 基本理念 

 

 

２ 子どもの貧困に関する指標 

  関係施策の実施状況や対策の効果等を検証・評価するため，子どもの貧困に関する指標を設定 
➢生活保護世帯や児童養護施設の子どもの進学率・就職率，スクールソーシャルワーカー配置数・配置率，ひとり親家庭の親の就業率など 

  ３ 計画で推進する５つの施策 

    （１）教育の支援             （４）経済的支援 

    （２）生活の支援             （５）東日本大震災被災児童等への支援 

    （３）保護者に対する就労の支援 

Ⅲ 基本理念・指標・推進施策 

みやぎの子どもたちが，その生まれ育った環境によって左右されず，また東日本大震災の被災によってその将来を

あきらめることなく，夢と希望を持って成長していくことができる地域社会の実現を目指します。 

２ 
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大

綱
を

勘
案

市
町

村
・

地
域

の
状

況
に

応
じ

た
施

策
の

策
定

、
実

施

・
市

町
村

計
画

策
定

※
努

力
義

務
、

大
綱

及
び

都
道

府
県

計
画

を
勘

案

子
ども
の
現
在
及
び
将
来
が
そ
の
生
ま
れ
育
った
環
境
に
よ
って
左
右
され
る
こと
の
な
い
よ
う、
全
て
の
子
ども
が
心
身
とも
に
健
や
か
に
育

成
され
、及

び
そ
の
教
育
の
機
会
均
等
が
保
障
され
、子

ども
一
人
一
人
が
夢
や
希
望
を
持
つ
こと
が
で
き
る
よ
うに
す
る
た
め
、子

ども
の

貧
困
対
策
を
総
合
的
に
推
進
す
る
。

基
本
理
念

・社
会
の
あ
らゆ
る
分
野
に
お
い
て
、子

ども
の
年
齢
及
び
発
達
の
程
度
に
応
じて
、そ
の
意
見
が
尊
重
され
、そ
の
最
善
の
利
益
が
優
先

して
考
慮
され
、子

ども
が
心
身
とも
に
健
や
か
に
育
成
され
る
こと

・子
ども
等
の
生
活
及
び
取
り巻

く環
境
の
状
況
に
応
じて
包
括
的
か
つ
早
期
に
講
ず
る
こと

・背
景
に
様
々
な
社
会
的
な
要
因
が
あ
る
こと
を
踏
ま
え
る
こと

・国
及
び
地
方
公
共
団
体
の
関
係
機
関
相
互
の
密
接
な
連
携
の
下
に
、関

連
分
野
に
お
け
る
総
合
的
な
取
組
とし
て
行
うこ
と

目
的
・基
本
理
念
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